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1-1 メディアとアプリケーション

コンテンツホルダーとコンテンツ流通プ
ラットフォームの新たな関係

中島 由弘 ●株式会社インプレスR&D／OnDeck編集部 編集委員

キュレーションメディアはスマートフォンでのニュースや記事の閲覧環
境として定着し、コンテンツ流通プラットフォームはよりよいコンテン
ツの開発に乗り出した。変革の中で生き残るビジネスモデルは何か。

■キュレーションメディア：ユーザー数
と取り扱いコンテンツの拡大
　2014年に花開いたキュレーションメディアは、
2015年もさらなる普及拡大を続けた。キュレー
ションメディアとは、出版社や新聞社などのコン
テンツホルダーから、コンテンツを預かり、独自
のアルゴリズムや編集方針で記事の並び順などを
再編成し、新たなメディア価値を創出して読者に
提供するものである。
　スマートフォンの普及とともに、1つのアプリ
で、多様なメディアのなかから、世の中の多くの
人にとって関心の高い記事を手軽に読むというス
タイルは、すでに定着をしたものと考えてよいだ
ろう。紙に印刷され、流通されていた従来型の雑
誌や新聞というパッケージの発行部数が減少して
いることが報じられているなか、それらに掲載さ
れていたコンテンツは、キュレーションメディア
と組むことで、新たな活路を見出そうとしている
ようだ。
　キュレーションメディアに参加している企業や
メディアの数も増加し、ニュースや記事だけでな
く、コミックなどの多様なジャンルのコンテンツ
も扱うようになった。また、記事広告（ネイティ
ブ広告）などのさまざまな広告商品と組み合わせ

たり、人材採用支援と連携する事例も出てきた。
　コンテンツを作り出している出版社や新聞社に
とっては、自らが記事に重み付けをし、レイアウ
トによって編成の価値を持たせていたが、それら
は最小単位にマイクロコンテンツ化し、他媒体の
記事ともミックスしたうえで再編成されること
を許容することで、新しい媒体価値を作り出すメ
ディアと手を組む、ということを意味している。
しかし、自社よりも大きく、かつ幅広い読者層を
持つキュレーションメディアに載ることは、記事
の露出や媒体認知などの観点から、ビジネス上の
メリットがある。さらに、広告が挿入されたりす
ることで、トラフィックを誘導するだけでなく、
マネタイズの可能性も見えてきている。
　代表的なキュレーションメディアである
SmartNewsは月間アクティブユーザー（MAU）
が約500万人、グノシーは1200万ダウンロード、
NewsPicksの登録ユーザー数は100万人と、指標
が異なるので単純比較はできないもののそれぞれ
の実績を発表している。それ以外でも、Yahoo!
ニュースは、スマートデバイスに加えPCからも
アクセスできることで、このなかでは最も大きな
ユーザー数を持っていると推測される。
　そのようななか、グライダーアソシエイツの
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Antenna（アンテナ）は、配信するコンテンツの
基準を変更し、取材を行う一次ソースメディアに
限定した。つまり、扱っているコンテンツの量で
はなく、コンテンツの質に重点を移し、キュレー
ションメディアがコンテンツホルダーの選別を始
めたのである。このことから、コンテンツ流通プ
ラットフォームとコンテンツホルダーのパワーバ
ランスが変化してきたと感じる。
　さらに、日本では最大のユーザー数を持つSNS
であるLINEは、公式アカウントを利用したニュー
ス配信機能を外部メディアに開放する「アカウン
トメディアプラットフォーム」を発表した。パー
トナーとなるメディア各社は、自らが選んだコン
テンツを自由にダイジェスト記事として配信でき
るようになった。

■SNS：リンクだけでなく、コンテンツ
の配信へ
　世界最大手SNSのFacebookは、タイムライン
に新聞のニュース記事そのものを配信する「イン
スタントアーティクル（Instant Article）」という
サービスを開始した。
　これまで、新聞社などのコンテンツホルダー
が SNSを使う場合、記事の見出しと自社サイト
の当該記事へのリンクを投稿して、トラフィッ
クを誘導するという手法がとられてきた。しか
し、インスタントアーティクルは、記事そのもの
をFacebookのタイムラインに配信する仕組みで
ある。これにより、読者は、記事を読むためにリ
ンクをクリックしてFacebookの画面から離れ、
ウェブブラウザーで記事本文が表示されるまでの
数秒を待たなくてよくなることが最大のメリット
だ。スマートデバイスのユーザーにとって、この
数秒はとても大きなムダだった。結果として、読
者はより快適に閲覧できるため、コンテンツに対
するエンゲージメント（「いいね！」をつけたり

するような何らかのアクションを起こすこと）の
効果は非常に高まったとされている。
　米国、欧州、アジアなどの世界の主要メディ
アは、いち早くこの方法を採用し、より高いエ
ンゲージメント率を獲得している。特に、大手メ
ディア企業では専門の組織を立ち上げる体制まで
とっている。2015年12月現在、日本ではまだこ
の仕組みは利用されてはいないが、いずれは日本
でも開始されることは間違いないだろう。
　コンテンツホルダーが他のコンテンツ流通プ
ラットフォームと手を組む場合、何らかの「得
るもの」を期待する。従来は、それが自社サイト
（本店）へのトラフィックや、コンテンツの利用料
だった。そうした価値観が徐々に変化してきてい
ると言える。コンテンツの主たる閲覧環境である
スマートデバイスの特性に合わせ、いかに消費者
がSNSで媒体ブランドのファンコミュニティーを
形成し、そこからさらに拡散をしてくれるか、と
いう2手先の戦略を立て始めているとも言える。
　今後、Facebookのインスタントアーティクル
のような、リンクではなくコンテンツそのものを
配信する方式は、他のSNSでも増加することが予
想され、コンテンツ流通の価値そのものがさらに
変化する可能性がある。

■ビジネスモデル：編集部機能の取り込
み
　伝統的な書籍や雑誌の出版社の役割を簡単にま
とめると、筆者や作家の発掘と育成、企画立案、
編集制作、印刷等のパッケージ化と、それらに関
わるコストの先行支出である。実売数に応じて売
上額が確定するまでには数か月の期間がある。言
い換えると、「目利き」と「先行投資」だといっ
ても過言ではない。一方で、流通や販売に関して
は、出版取次、書店などに依存していて、読者と
の直接的なつながりは希薄である。
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　これまで、インターネットを使った配信では、
コンテンツ流通プラットフォーム側がコンテンツ
ホルダーである出版社からコンテンツの提供を受
け、トラフィックを誘導したり、マネタイズした
りする例が多かった。良質なコンテンツはそれな
りの経験とビジネスの仕組みを持つ出版社の独
擅場だったので、暗黙のうちに分業化がなされて
いた。
　しかし、近年の動きを見ていると、従来のコン
テンツ流通プラットフォーム側がより良質なコン
テンツを作り出すための施策を打ち出してきてい
る。たとえば、「目利き」についてはインターネッ
トでの消費者の評価を求めること、先行投資につ
いては、豊富な資金力のある企業は取材や執筆の
経費も含め筆者への経済的な支援をすることなど
である。もちろん、流通とマネタイズについては
プラットフォームブランドの SNSやメディアに
集まった多数の利用者へリーチをする。
　つまり、出版社や新聞社がアイデンティティー
と考えていた部分を徐々にプラットフォーム側
が取り込み始め、コンテンツホルダー側がそれに
依存してきているのである。すでに、各キュレー
ションメディアは、提供されたコンテンツを素材
とし、独自の編成アルゴリズムなどによって価値
を生み出している。Yahoo!ニュースでは、個人
コーナーの筆者への対価の支払いなど、経済的な
支援を強化することを打ち出している。アルファ
ポリスなどの投稿型サイトでは、より読者評価の
高いものを選び出し、商業メディア化して出版刊
行することを後押ししている。

■展望：コンテンツとプラットフォーム
の水平分業の模索と分散メディアの登場
　このように、コンテンツホルダーは企画やコン

テンツそのものの質を保持し、プラットフォーム
は多数のオーディエンスの獲得とユーザーインタ
フェースやユーザーエクスペリエンス、そしてマ
ネタイズの機能を提供する、というように明確な
役割分担が進みつつある。過去を振り返っても、
全員がすべての役割で最大のパフォーマンスを出
すことは難しいことを考えると、こうした水平分
業の模索は健康的なものだと言えるだろう。
　そして、水平分業が進むとともに、自社では独
自のウェブなどのプラットフォームを持たず、さ
まざまなコンテンツ流通プラットフォームで配
信することを前提としたビジネスを行うメディ
ア企業が登場してきている。それがBuzzfeedや
NowThisなどの「分散型メディア」と呼ばれる
コンテンツホルダー（パブリッシャー）だ。分散
型のメリットは、自社ではオーディエンス獲得の
マーケティングコストをかけず、コンテンツに集
中できる点である。
　おそらく、コンテンツホルダー側でもプラット
フォーム側でも、こうした水平分業の模索を続け
るなかで、「コンテンツがキング（最も重要なも
の）」であるという認識に今後も変化はない。よ
りデジタル技術を理解したうえで、コンテンツの
企画、制作を行い、必要な人にタイムリー、かつ
低コストで配信するためのさまざまな革新が行わ
れるだろう。しかし、読者の関心や意向動向、お
よびコンテンツ消費市場の客観的な情報を持つ側
のイニシアティブも強まることは必然で、これか
らのデジタルコンテンツ市場では、双方による綱
引きが活発になる。過去と同じデジタルコンテン
ツビジネスのモデルに縛られず、新しい価値創造
のチャレンジをしたり、積極的なアライアンス関
係を築いたりできる組織が求められる。
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